
平成 16年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 16年 5月 11日

上場会社名 ダイセル化学工業株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    4202 本社所在都道府県

（ URL http://www.daicel.co.jp ） 大阪府

代　　　表　　　者　　代表取締役社長　　　　　　　小川　大介

問合せ先責任者　　ＩＲ広報グループリーダー　　畑　理史 TEL (03) 6711 - 8121
決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 11日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 29日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績 　　　　(注)　百万円単位表示の金額については百万円未満切捨て

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 162,188 3.0 10,053 △4.4 11,883 22.6

15年  3月期 157,442 3.2 10,521 7.0 9,695 3.4

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 2,290 140.5 6.32 - 1.7 4.5 7.3

15年  3月期 952 △ 75.8 2.62 - 0.7 3.6 6.2

(注)①期中平均株式数 16年  3月期   362,227,373 株　　　15年  3月期   363,489,317 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 6.00 3.00 3.00 2,173 94.9 1.6

15年  3月期 6.00 3.00 3.00 2,175 229.0 1.7

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 262,247 136,431 52.0 376.68

15年  3月期 262,430 130,227 49.6 359.49

(注)①期末発行済株式数 16年  3月期    　362,197,591 株  　15年  3月期    　362,256,827 株

 　  ②期末自己株式数 16年  3月期         2,745,091 株  　15年  3月期          2,685,855 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 77,300 4,000 2,300 3.00 － －

通　　期 159,500 10,500 6,000 － 3.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   16 円 57 銭 

　　（注）上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断したものであり、実際の業績は、様々な要因により、これらの業績予想とは異なることが

　　　　　 ありうることをご承知おき下さい。

　　　　　 なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の12～14ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等６．個別財務諸表等６．個別財務諸表等６．個別財務諸表等    
((((１１１１))))貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表    

（単位：百万円）    

前   期 
（平成15年３月31日現在） 

当当当当            期期期期    
（平成16年３月31日現在） 

増    減 
(△印減) 

期          別 
 
 
科        目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

 （ 資 産 の 部 ）            ％  ％  

Ⅰ 流 動 資 産          (    92,746) 35.3 (    84,600) 32.3 (  △  8,146) 

 現 金 及 び 預 金           1,394  1,369   △     25 

 受 取 手 形  940  1,048  108 

 売 掛 金           40,026  39,892  △    134 

 短 期 貸 付 金  8,049  515    △  7,534 

 製 品           8,910  7,973  △    937 

 半 製 品           2,125  2,558        433 

 原 材 料           3,079  3,585     506 

 仕 掛 品           3,513  3,884       371 

 貯 蔵 品           1,074  1,163     89 

 前 渡 金           366  115  △    251 

 前 払 費 用           344  309  △     35 

 繰 延 税 金 資 産           1,097  2,607  1,510 

 預 け 金  13,005  10,290  △  2,715 

 立 替 金           6,283  5,798  △    485 

 そ の 他           2,538  3,525         987 

 貸 倒 引 当 金           △      5  △     37  △     32 
        
Ⅱ 固 定 資 産          (   169,684) 64.7 (   177,647) 67.7 (      7,963) 

１． 有 形 固 定 資 産          (   116,525) 44.4 (   110,313) 42.0 (  △  6,212) 

 建 物            27,647  26,431  △  1,216 

 構 築 物            14,619  14,062  △    557 

 機 械 装 置            46,262  41,597  △  4,665 

 車 両 運 搬 具            169  148  △     21 

 工 具 器 具 備 品            2,083  1,986  △     97 

 土 地            22,461  22,591  130 

 建 設 仮 勘 定            3,280  3,494       214 
        

２． 無 形 固 定 資 産          (     3,948) 1.5 (     5,794) 2.2 (      1,846) 

 借 地 権            36  37         1 

 鉱 業 権            4  4  - 

 技 術 使 用 権            791  3,574       2,783 

 施 設 利 用 権            979  922  △     57 

 ソ フ ト ウ ェ ア            2,135  1,256  △    879 
        
３． 投資その他の資産            (    49,210) 18.8 (    61,538) 23.5 (     12,328) 

 投 資 有 価 証 券            30,213  40,780    10,567 

 関 係 会 社 株 式            10,363  15,588  5,225 

 関 係 会 社 出 資 金            2,031  2,531  500 

 長 期 貸 付 金            22  21  △      1 

 従業員長期貸付金            19  16  △      3 

 関係会社長期貸付金  10,697  -    △ 10,697 

 長 期 前 払 費 用            362  141  △    221 

 繰 延 税 金 資 産            491  -  △    491 

 そ の 他            2,898  2,654  △    244 

 貸 倒 引 当 金            △  7,891  △    196       7,695 
        

 資 産 合 計              262,430 100.0 262,247 100.0 △    183 
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（単位：百万円） 

前   期 
（平成15年３月31日現在） 

当当当当            期期期期    
（平成16年３月31日現在） 

増    減 
(△印減) 

期          別 
 
 
科        目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

 （ 負 債 の 部 ）            ％  ％  

Ⅰ 流 動 負 債          (    60,133) 22.9 (   62,570) 23.9 (      2,437) 

 買 掛 金            31,329  31,526     197 

 1年内に償還する社債             -  10,000     10,000 

 短 期 借 入 金  6,584  3,515  △   3,069 

 1年内に返済する長期借入金               9,484    5,993  △   3,491 

 未 払 金  2,941  4,715       1,774 

 未 払 費 用             2,649  2,547    △     102 

 未 払 法 人 税 等             2,368     19  △   2,349 

 未 払 消 費 税 等             417  177  △     240 

 前 受 金             41  40  △       1 

 預 り 金             922  134  △     788 

 設 備 関 係 未 払 金             3,175  3,720        545 

 そ の 他             218  179  △      39 
        
Ⅱ 固 定 負 債          (    72,069) 27.5 (   63,246) 24.1 ( △   8,823) 

 社 債             50,000  40,000    △  10,000 

 長 期 借 入 金             17,576  12,862  △   4,714 

 繰 延 税 金 負 債  -  6,509     6,509 

 退 職 給 付 引 当 金  3,534  3,360  △     174 

 そ の 他             957  513  △     444 
        

 負 債 合 計              132,202 50.4 125,816 48.0 △   6,386 

 （ 資 本 の 部 ）                
        
Ⅰ 資 本 金              36,275 13.8 36,275 13.8       - 

Ⅱ 資 本 剰 余 金  (    31,376) 12.0 (   31,377) 12.0 (          1) 

１． 資 本 準 備 金  31,376  31,376      - 

２． そ の 他 資 本 剰 余 金  -       0       - 

Ⅲ 利 益 剰 余 金  (    55,250) 21.1 (   55,366) 21.1 (        116) 

１． 利 益 準 備 金  5,242  5,242      - 

２． 任 意 積 立 金             44,660  44,660       - 

３． 当 期 未 処 分 利 益             5,347  5,463    116 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  8,234 3.1 14,347  5.5 6,113 

Ⅴ 自 己 株 式  △    908 △ 0.4 △   935 △ 0.4 △      27 
        

 資 本 合 計              130,227 49.6 136,431 52.0    6,204 

 負 債 及 び 資 本 合 計              262,430 100.0 262,247 100.0 △     183 
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((((２２２２))))損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書    
（単位：百万円） 

前  期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当当当当        期期期期    
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

増    減 
(△印減) 

期          別 
 
 
科        目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 増減率 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高              157,442 100.0 162,188 100.0    4,746   3.0 

Ⅱ 売 上 原 価              121,566 77.2 127,006 78.3    5,440    4.5 

 売 上 総 利 益              35,876 22.8 35,182 21.7 △    694 △  1.9 

         

Ⅲ 販売費及び一般管理費              25,355 16.1 25,129 15.5   △    226 △  0.9 

 営 業 利 益              10,521 6.7 10,053 6.2 △    468 △  4.4 

         

Ⅳ 営 業 外 収 益              3,673     2.3 5,187     3.2 1,514  41.2 

受取利息及び配当金  2,175  3,841      1,666  

固 定 資 産 貸 与 益  714  850  136  

雑 収 益  783  495      △    288  

         

Ⅴ 営 業 外 費 用              4,499 2.8 3,357 2.1 △  1,142 △ 25.4 

支 払 利 息             2,053  1,614  △    439  

社 債 発 行 費  122  -   △    122  

為 替 差 損  793  443  △    350  

デ リ バ テ ィ ブ 損 失  470  159  △    311  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  590   94  △    496  

雑 支 出  470  1,045       575  

 経 常 利 益              9,695 6.2 11,883 7.3 2,188  22.6 

         

Ⅵ 特 別 利 益              471 0.3 849 0.5      378 80.3 

固 定 資 産 処 分 益             -  849         849  

投資有価証券売却益             471    -     △    471  

         

Ⅶ 特 別 損 失              9,135 5.8 9,105 5.6 △     30 △  0.3 

固 定 資 産 除 却 損             494  2,208     1,714  

投資有価証券評価損             5,809     32  △  5,777  

関係会社株式出資金評価損              437    -  △    437  

関 係 会 社 整 理 損  -  4,422  4,422  

訴 訟 関 連 損 失  -  2,442     2,442  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  2,394      -   △  2,394  

 税 引 前 当 期 純 利 益              1,032 0.7 3,627 2.2    2,595 251.5 

 法人税、住民税及び事業税  2,730 1.7    39 0.0    △  2,691 △ 98.6 

 法 人 税 等 調 整 額              △  2,650 △ 1.6     1,298     0.8      3,948  

 当 期 純 利 益              952 0.6 2,290 1.4     1,338 140.5 

 前 期 繰 越 利 益              5,483  4,259  △  1,224  

 中 間 配 当 額              1,088  1,086  △      2  

 当 期 未 処 分 利 益              5,347  5,463        116  
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((((３３３３))))利益処分案利益処分案利益処分案利益処分案    
（単位：百万円） 

前  期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当当当当        期期期期    
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

期          別 
 
 
科        目 

金額 金額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益               5,347  5,463 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額      

 資産買換積立金取崩額  18 18 34 34 

 合  計   5,365  5,498 

       

Ⅲ 利 益 処 分 額                  

 配 当 金             1,086  1,086  

   (普通 3円 00銭)  (普通 3円 00銭)  

 資 産 買 換 積 立 金             18 1,105 399   1,485 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益               4,259  4,012 
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針 

 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式 ･･････移動平均法による原価法 

②その他有価証券 時価のあるもの ･･期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直 

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

③その他有価証券 時価のないもの ･･移動平均法による原価法 

 

２． デリバティブの評価基準及び評価方法 ･･時価法 

 

３． たな卸資産の評価基準及び評価方法 ････移動平均法による原価法 

 

４． 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ･･････････定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物              ３年～50年 

構築物         ３年～75年 

機械装置         ４年～15年 

②無形固定資産 ･･････････定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法によっております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理し

ております。 

 

６．引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

②退職給付引当金 ････････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

７．リース取引の処理方法 ･･････リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 
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８．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ･･････繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段及びヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金及び社債 

③ヘッジ方針 

金利変動リスク、価格変動リスク及び為替変動リスクに対して、取締役会等において承認を受

けた規定及び方針に定める範囲内の期間、極度額にてリスクヘッジすることとしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とを半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

 

９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

注記事項注記事項注記事項注記事項 

  (貸借対照表関係) 

   前事業年度           当事業年度当事業年度当事業年度当事業年度         

１．有形固定資産の減価償却の累計額 300,899百万円 303,135百万円 

 

２．担保提供資産とそれに対応する債務 

担保提供資産 

 建 物            21,801百万円 21,038百万円 

 構 築 物            13,819百万円 13,329百万円 

 機 械 装 置            44,495百万円 39,691百万円 

 車 両 運 搬 具            87百万円 81百万円 

 工 具 器 具 備 品            1,654百万円 1,558百万円 

 土 地            7,539百万円 7,539百万円 

 帳 簿 価 額 計    89,397百万円    83,239百万円 

上記に対応する債務 

 長 期 借 入 金 8,691百万円 6,737百万円 

(１年内返済分を含む)             

 

３．関係会社に対する主な資産及び負債 

 売 掛 金            7,564百万円 8,015百万円 

 短 期 貸 付 金 7,646百万円   515百万円 

 預 け 金 13,005百万円 10,290百万円 

 立 替 金            6,110百万円 5,649百万円 

 買 掛 金            8,567百万円 9,473百万円 

 

４．会社が発行する株式総数 普通株式 550,963千株 550,963千株 

 発 行 済 株 式 総 数 普通株式 364,942千株 364,942千株 

 当社の保有する自己株式数  普通株式 2,685千株 2,745千株 

(注)定款の定めにより、株式の消却が行なわれた場合には、これに相当する株式数を減ずることに

なっております。 
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５．偶発債務 

   前事業年度           当事業年度当事業年度当事業年度当事業年度         

保証債務 

 ダイセルファイナンス(株) 22,077百万円 20,128百万円 

 ﾀﾞｲｾﾙ(ﾕｰ･ｴｽ･ｴｰ)ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ     -百万円 2,546百万円 

 大賽 南寧食品添加剤有限公司 2,235百万円 2,453百万円 

 ﾀﾞｲｾﾙ･ｾｲﾌﾃｨ･ｼｽﾃﾑｽﾞ ｱﾒﾘｶ ｴﾙｴﾙｼｰ   1,202百万円   1,332百万円 

 広畑ターミナル(株) 672百万円 457百万円 

 上海大賽 塑料工業有限公司 368百万円 406百万円 

 ﾀﾞｲｾﾙ･ｾｲﾌﾃｨ･ｼｽﾃﾑｽﾞ ﾀｲﾗﾝﾄﾞ ｶﾝﾊﾟﾆｰ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ -百万円 358百万円 

 ｷﾗﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ･ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ -百万円 210百万円 

 ﾌﾟﾗｽﾄｸｽﾜｰﾙﾄﾞ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 127百万円 101百万円 

 ダイセルファインケム(株) 13百万円 16百万円 

 共栄殖産㈱       -百万円       2百万円 

 ﾀﾞｲｾﾙ(ｱﾒﾘｶ)ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ 2,828百万円     -百万円 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｵｸﾀﾝｽ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 1,135百万円 -百万円 

 ﾌﾟﾗｽﾄｸｽﾜｰﾙﾄﾞ ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ 185百万円 -百万円 

 従業員 3,559百万円 2,929百万円 

          計    34,407百万円    30,943百万円 

 

６．配当制限 

    商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は、

14,154百万円であります。 

 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行4行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメント総額 10,000百万円 10,000百万円 

借 入 未 実 行 残 高 10,000百万円 10,000百万円 

 

  (損益計算書関係) 

   前事業年度           当事業年度当事業年度当事業年度当事業年度         

１．関係会社との取引 

 売 上 高      -百万円 39,137百万円 

 売 上 原 価           40,407百万円 44,876百万円 

 受取利息及び配当金           1,843百万円 3,533百万円 

 固 定 資 産 貸 与 益 714百万円 850百万円 

 投資有価証券売却益 459百万円 -百万円 

 

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 販 売 諸 掛 6,628百万円 6,744百万円 

 従 業 員 給 与 手 当 4,187百万円 4,202百万円 

退 職 給 付 費 用 350百万円 484百万円 

 福 利 費           1,137百万円 1,029百万円 

 賃 借 料           1,172百万円 1,105百万円 

 技 術 研 究 費 8,248百万円 8,099百万円 

 

 販売費に属する費用の割合     26    ％     27    ％ 

 一般管理費に属する費用の割合     74    ％     73    ％ 
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   前事業年度           当事業年度当事業年度当事業年度当事業年度         

３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 8,406百万円 7,907百万円 

 

４．特別損失中の「訴訟関連損失」は、欧州競争法違反に関する課徴金及び米国独占禁止法違反に係る 

民事訴訟和解金であります。 

  

  (１株当たり情報) 

   前事業年度           当事業年度当事業年度当事業年度当事業年度         

 １ 株 当 た り 純 資 産 額  359円49銭 376円68銭 

 １株当たり当期純利益 2円62銭 6円32銭 

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当 期 純 利 益 952百万円 2,290百万円 

 普通株主に帰属しない金額  -百万円 -百万円 

 （うち利益処分による役員賞与金） -百万円 -百万円 

 普通株式に係る当期純利益  952百万円 2,290百万円 

 普通株式の期中平均株式数  363,489千株 362,227千株 
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①①①①    有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）    

                子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

    

②②②②    税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係    

   前事業年度           当事業年度当事業年度当事業年度当事業年度         

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未 払 賞 与 738百万円 757百万円 

退 職 給 付 引 当 金 5,292百万円 5,637百万円 

投 資 有 価 証 券 4,946百万円 2,047百万円 

減 価 償 却 超 過 額 -百万円    881百万円 

繰 越 欠 損 金 -百万円 1,770百万円 

貸倒引当金限度超過額 1,076百万円 -百万円 

そ の 他 559百万円 516百万円 

繰 延 税 金 資 産 計    12,611百万円    11,608百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金    5,649百万円    9,842百万円 

退 職 給 付 信 託    4,743百万円    4,674百万円 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金       570百万円      820百万円 

そ の 他       60百万円      174百万円 

繰 延 税 金 負 債 計    11,022百万円     15,511百万円 

 

繰 延 税 金 資 産（負 債:△）の 純 額     1,588百万円 △  3,902百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

 

法 定 実 効 税 率 

（ 調 整 ） 

42.05％ 42.05％ 

損金に算入されない罰課金 -％  25.70％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 12.43％  3.26％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △  69.55％ △  35.07％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 19.77％     -％ 

住民税均等割等 3.79％ 1.08％ 

その他 △   0.74％ △   0.16％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率      7.75％     36.86％ 
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７．役員の異動（予定）７．役員の異動（予定）７．役員の異動（予定）７．役員の異動（予定）    
 

Ⅰ．取締役の異動Ⅰ．取締役の異動Ⅰ．取締役の異動Ⅰ．取締役の異動    
 平成１６年６月２９日開催の第１３８回定時株主総会ならびに株主総会終了後の取締役会において決

定の予定。 

 

１．代表者の異動 

な     し 

 

２．その他の取締役の異動 

（１）新任 

取 締 役 辻  慶 一 郎 

 

（２）退任 

代表取締役専務取締役 馬 場 孝 治 （常 任 顧 問 に 就 任） 

 

（３）役付の変更 

代 表 取 締 役 梅 野 靖 雄 （代表取締役専務取締役） 

代 表 取 締 役 豆 佐 泰 蔵 （常 務 取 締 役） 

取 締 役 八 浪 哲 二 （常 務 取 締 役） 

 

※ 取締役会の意思決定・監督機能を強化し、業務執行との分離をより明確にするため、 

平成１６年６月２９日開催の第１３８回定時株主総会終了後の取締役会においては、役付取締役（専務取

締役、常務取締役）を選任しない予定であります。 

 

Ⅱ．監査役の異動Ⅱ．監査役の異動Ⅱ．監査役の異動Ⅱ．監査役の異動    
平成１６年６月２９日開催の第１３８回定時株主総会ならびに株主総会終了後の監査役会において決

定の予定。 

（１）新任 

常 任 監 査 役 浅 沼 秀 夫 （生 産 技 術 室 副 室 長） 

 

（２）退任 

常 任 監 査 役 渡 加 裕 三 

 

Ⅲ．執行役員の異動Ⅲ．執行役員の異動Ⅲ．執行役員の異動Ⅲ．執行役員の異動    
平成１６年６月２９日開催の第１３８回定時株主総会終了後の取締役会において決定の予定。 

 

（１）昇任 

専 務 執 行 役 員 豆 佐 泰 蔵 （常 務 執 行 役 員） 

 

（２）新任 

執 行 役 員 福 田 真 澄  有機機能品カンパニー長 

   兼同カンパニー生産統括室長 

 

（３）退任 

専 務 執 行 役 員 馬 場 孝 治 （常 任 顧 問 に 就 任） 

常 務 執 行 役 員 池 田 弘 尚 （参 与 に 就 任） 

 

 

 

 

 


